
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１　一般政策経費 １１，６０２，２５０
〔債務負担行為限度額　６１２，０００〕

○ 災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） １，０００，０００

多額な費用を要する防災・減災対策を積極的に進めていくため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 防災・危機管理体制の充実、災害から県民を守る基盤整備　など

○ 県有施設更新整備基金積立金（総務部　財政課） １，１００，０００

県有施設の更新整備を計画的に推進するため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 県有施設の改修、建替え　など

自動車取得税交付金（総務部　税務課） ９６，８８８

収入額が見込みを上回ったため

○ 利子割交付金（総務部　税務課） ８８，０００

収入額が見込みを上回ったため

地方消費税交付金（総務部　税務課） ４３１，０５５

収入額が見込みを上回ったため

今治新都市中核施設整備費補助金（企画振興部　地域政策課）
１，０１７，６４６

国家戦略特区制度により今治新都市で整備が進められている中核施設（岡山理科大学
獣医学部）に対し、今治市が実施主体へ補助する金額の一部を補助する。
事業主体 今治市
実施主体 学校法人加計学園
補助対象 今治市が30年度に実施主体へ交付する金額
補助率 県1/3以内
支援期間 29～31年度

空港周辺住宅騒音防止対策費（企画振興部　交通対策課） １，０９１

事業主体 松山市
対象地域 空港周辺騒音第1種区域
事業内容 空調機器の更新事業（実施台数　1台）

空調機器の再更新事業（実施台数　15台）
空調機器の再々更新事業（実施台数　20台）

補助率 国庫補助金控除後の1/2以内

○ 「三浦保」愛基金積立金（企画振興部　総合政策課） ３８，００５

株式配当金の増

平成３０年度２月補正予算について

(1,010,466)

(1,177,218)

(418,000)

(25,805,509)

(93,255)
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○ あったか愛媛NPO応援基金積立金（県民環境部　男女参画・県民協働課）
２，１０８

寄附金の増

○ 災害救助基金積立金（特別会計）（保健福祉部　保健福祉課） ９９８，８７３

災害救助の実施に必要な資金を基金に積み立てる。

○ 災害救助基金繰出金（保健福祉部　保健福祉課） ９９８，８７３

○ 介護福祉士修学資金等貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課） ７，７８１

介護福祉士養成施設の入学者に対する修学資金の貸付等を行い、人材の介護分野への
参入を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。
実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

保険給付費等交付金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課）
１，４５９，２２２

給付実績が見込みを上回ったため

国民健康保険事業特別会計繰出金（保健福祉部　医療保険課）
２１７，７７８

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１，４１０

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学するひとり親家庭の親に対して入学準備
金等の貸付を行い、資格取得を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。
実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１，４４４

児童養護施設等の退所者に対する家賃相当額や生活費、入所児童等に対する資格取得
経費の貸付を行い、自立を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。
実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

地域医療介護総合確保基金積立金（保健福祉部　医療対策課）
１８４，２７８

国の内示額が見込みを上回ったため
負担区分 国2/3　県1/3

医師確保奨学基金繰出金（保健福祉部　医療対策課） ２，４００

奨学金貸与者の義務年限終了に伴い、奨学金相当額を配置先市町から受け入れ、
基金に積み立てる。

保育対策総合支援事業費（保健福祉部　子育て支援課） ９，１７５

保育士資格取得のための修学資金の貸付等を行い、保育士の確保を図るため、貸付事業
実施者に対し貸付原資等の補助を行う。
実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

(2,050,711)

(113,145,623)

(8,669,272)

(56,935)

(48,104)

(8,121)

(2,051,729)

(3,040,514)

(112,849)
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○ 周産期医療対策強化事業費（保健福祉部　健康増進課） １８，１３１

交付対象が拡大されたため
負担区分 国10/10

公立大学法人愛媛県立医療技術大学運営費（保健福祉部　保健福祉課）
１１，５７２

教員の退職手当支給額が見込みを上回ったため

特別高額医療費共同事業拠出金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課）
２，２３１

事業実績が見込みを上回ったため
負担区分 国10/10

財政安定化基金積立金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課）
１４，４２８

国の内示額が見込みを上回ったため
負担区分 国10/10

◎ 外国人生活相談体制強化事業費（経済労働部　国際交流課） ２，５００

外国人材の受入れ拡大を受け、在県外国人に対する相談、情報提供体制を強化するため、
県国際交流センターの設備等を整備する。
事業内容 通訳・翻訳機器等の整備、プライバシーに配慮した相談スペースの整備　など
委託先 県国際交流センター
負担区分 国10/10

○ 信用保証協会損失補償金（経済労働部　経営支援課） １，７９４

信用保証協会の代位弁済に対する損失補償

○ 豪雨災害関連金融支援事業費（経済労働部　経営支援課） ８３，６９４

事業実績が見込みを上回ったため

○ 農林水産業体質強化緊急対策基金積立金（農林水産部　農政課）
６００，０００

本県の基幹産業である農林水産業の体質を強化するための対策を緊急に講じる必要が
あるため、その資金を事前に積み立てる。
事業内容 担い手の育成確保、基盤整備、生産振興、販売力強化　など

河川改良費（土木部　河川課） ４１，７６８

河川改修費
浅川（今治市）護岸工
（国1/2　県1/2）

砂防費（土木部　砂防課） ６５，２７５

通常砂防事業費
妙之谷川（西条市）渓流保全工
（国1/2　県1/2）

(102,693)

(358,721)

(178,194)

(605,391)

(22,789)

(720,429)

(2,640,822)

(4,449,628)
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鹿野川ダム改造及び山鳥坂ダム建設費負担金（土木部　水資源対策課）
５４，３７２

県負担率　0.272

直轄河川激甚災害対策特別緊急事業費負担金（土木部　河川課）
３０，９７３

県負担率 0.92/3

○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） ５２，４３０

県負担率 0.92/3

直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） ７７，２５８

県負担率 0.856/3

○ 直轄災害復旧事業費負担金（土木部　河川課） １，３８９，７９７

県負担率 0.92/3・1/3

大成橋整備受託事業費（土木部　道路建設課） 〔債務負担行為限度額　６１２，０００〕

場所 大洲市道大成橋線
工事内容 橋りょう下部工等
工期 31年3月～32年11月

○ とべ動物園魅力向上基金積立金（土木部　都市整備課） ５００，０００

とべ動物園の魅力向上を図るため、施設整備や動物の購入等に必要な資金を事前に
積み立てる。
事業内容 施設の改修、動物の購入　など

○ 県立学校教育環境整備基金積立金（教育委員会　高校教育課）
１，０００，０００

施設の長寿命化対策をはじめ、教育環境の整備・充実を図るため、その資金を事前に
積み立てる。
事業内容 施設の長寿命化・老朽化対策、産業教育設備の整備　など

(500,735)

(1,004,205)

(1,446,584)

(490,973)

(207,000)

(1,620,650)
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２　減額補正分 △２４，６７０，９４７

公債費（総務部　財政課） △１，６４０，７８５

借入利率が見込みを下回ったため

公債費（特別会計）（総務部　財政課） △１，６４０，７８５

借入利率が見込みを下回ったため

県債管理基金積立金（総務部　財政課） △２２，４７１

基金運用利率が見込みを下回ったため

災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） △８，７９０

基金運用利率が見込みを下回ったため

県有施設維持管理基金積立金（総務部　財政課） △２２，４３９

基金運用利率が見込みを下回ったため

財政基盤強化積立金（総務部　財政課） △３３，５７２

基金運用利率が見込みを下回ったため

地方消費税清算金（総務部　税務課） △１，６２４，６２９

清算額が見込みを下回ったため

配当割交付金（総務部　税務課） △５０，０００

収入額が見込みを下回ったため

株式等譲渡所得割交付金（総務部　税務課） △１７１，０００

収入額が見込みを下回ったため

ふるさと振興資金交付金（総務部　市町振興課） △１７４，９３４

サマージャンボ宝くじ発売益金等の減によるもの

私立学校運営費補助金（総務部　私学文書課） △２０，３１１

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立高等学校等就学支援金補助金（総務部　私学文書課） △２３４，０３１

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立中学校等授業料軽減実証事業費補助金（総務部　私学文書課）
△１３，１３５

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立高等学校等奨学給付金交付事業費（総務部　私学文書課）
△４０，８９９

対象生徒数が見込みを下回ったため

(82,877,593)

(126,894,487)

(4,696)

(596,498)

(3,489,586)

(1,755,810)

(7,146)

(168,657)

(1,676)

(4,488)

(2,214,255)

(30,063,225)

(709,000)

(687,000)
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首都圏等情報発信強化事業費（企画振興部　広報広聴課） △３３，０３６

事業実績が見込みを下回ったため

戦略的情報発信プロジェクト推進事業費（企画振興部　総合政策課）
△１７，９６６

事業実績が見込みを下回ったため

離島航路整備事業費（企画振興部　交通対策課） △４３，８６６

交付実績が見込みを下回ったため

被災者等輸送支援費（企画振興部　交通対策課） △３１，８８６

事業実績が見込みを下回ったため

地域生活支援事業費補助金（保健福祉部　障がい福祉課） △３９，３０４

国の内示額が予算額を下回ったため

介護給付費負担金（保健福祉部　長寿介護課） △５６６，５１８

給付実績が見込みを下回ったため

介護保険地域支援事業交付金（保健福祉部　長寿介護課） △３５，０６５

給付実績が見込みを下回ったため

国民健康保険保険基盤安定事業費（保健福祉部　医療保険課）
△１，０８９，２７１

対象者数が見込みを下回ったため

児童福祉施設入所措置費（保健福祉部　子育て支援課） △１５３，２６０

入所者数等が見込みを下回ったため

保育施設等運営費負担金（保健福祉部　子育て支援課） △３１２，６３０

給付実績が見込みを下回ったため

児童扶養手当支給事業費（保健福祉部　子育て支援課） △４４，７９０

受給者数が見込みを下回ったため

難病対策費（保健福祉部　健康増進課） △４５０，４６８

給付実績が見込みを下回ったため

介護基盤整備事業費（保健福祉部　長寿介護課） △２４６，２００

事業実績が見込みを下回ったため

医療病養病床転換助成事業費（保健福祉部　長寿介護課） △１９，２００

事業実績が見込みを下回ったため

(37,774)

(5,431,039)

(2,740,459)

(4,370,196)

(540,897)

(2,319,173)

(95,690)

(75,176)

(187,534)

(45,231)

(190,182)

(19,676,758)

(1,076,589)

(15,500)
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障がい福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） △４５，４９４

事業実績が予算額を下回ったため

認定こども園施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課）
△１６６，６９９

事業実績が予算額を下回ったため

医療施設施設整備事業費（保健福祉部　医療対策課） △１４６，０２８

国の内示額が予算額を下回ったため

医療施設設備整備事業費（保健福祉部　医療対策課） △６６，６４９

国の内示額が予算額を下回ったため

病床機能分化連携基盤整備事業費（保健福祉部　医療対策課）
△４７，５２９

事業実績が見込みを下回ったため

私立幼稚園耐震化促進事業費（保健福祉部　子育て支援課） △６２，３３６

事業実績が見込みを下回ったため

高齢者福祉施設災害復旧費（保健福祉部　長寿介護課） △６１，８７０

事業実績が見込みを下回ったため

児童福祉施設災害復旧費（保健福祉部　子育て支援課） △８２１，７２６

事業実績が見込みを下回ったため

社会福祉施設職員等退職手当共済給付事業費（保健福祉部　保健福祉課）
△１８，８７２

対象者数等が見込みを下回ったため

介護施設開設準備経費助成事業費（保健福祉部　長寿介護課）
△１２５，８２９

事業実績が見込みを下回ったため

商店街施設災害復旧支援事業費（経済労働部　経営支援課）
△３００，０００

事業実績が見込みを下回ったため

離職者等職業能力開発事業費（経済労働部　労政雇用課） △１６２，７３８

事業実績が見込みを下回ったため

障がい者就労促進事業費（経済労働部　労政雇用課） △２６，３５０

事業実績が見込みを下回ったため

(8,330)

(100,588)

(85,286)

(255,432)

(15,352)

(213,435)

(268,680)

(496,375)

(28,296)

(63,843)

(193,287)

(109,257)
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豪雨被害農業共同利用施設整備事業費（農林水産部　農産園芸課）
△２９５，４２９

事業実績が見込みを下回ったため

産地収益力強化支援事業費（農林水産部　農産園芸課） △５５，２７３

事業実績が見込みを下回ったため

土地改良費（公共）（農林水産部　農地整備課） △６２８，３６５

国の内示額が予算額を下回ったため

国営緊急農地再編整備事業換地受託費（農林水産部　農地整備課）
△１２，０００

受託事業量の減

農地防災事業費（公共）（農林水産部　農地整備課） △４２７，３７９

国の内示額が予算額を下回ったため

ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） △９９，０００

事業実績が見込みを下回ったため

林業成長産業化総合対策事業費（農林水産部　森林整備課）
△１，１８２，７１８

国の内示額が予算額を下回ったため

林産施設等豪雨被害対策事業費（農林水産部　林業政策課）
△２５３，２４９

事業実績が見込みを下回ったため

造林費（公共）（農林水産部　森林整備課） △７３，２３２

国の内示額が予算額を下回ったため

森林整備推進事業費（農林水産部　森林整備課） △１６４，１３２

国の内示額が予算額を下回ったため

林道費（公共）（農林水産部　林業政策課） △５３４，４０４

国の内示額が予算額を下回ったため

治山費（公共）（農林水産部　森林整備課） △３４５，６３２

国の内示額が予算額を下回ったため

増殖場造成事業費（農林水産部　水産課） △５２，３３０

国の内示額が予算額を下回ったため

漁港建設費（公共）（農林水産部　漁港課） △２２３，８８３

国の内示額が予算額を下回ったため

(47,000)

(2,354,561)

(377,850)

(851,125)

(751)

(849,747)

(399,742)

(41,439)

(3,678,983)

(187,194)

(1,163,504)

(5,962,256)

(129,193)

(1,518,508)
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県単独林道整備事業費（農林水産部　林業政策課） △３０，８６２

事業実績が見込みを下回ったため

ＣＬＴ建築物建設促進事業費（農林水産部　林業政策課） △１３，０００

事業実績が見込みを下回ったため

国営南予土地改良事業費繰出金（農林水産部　農地整備課）△１８，０６０

事業実績が見込みを下回ったため

国営南予土地改良事業費負担金（特別会計）（農林水産部　農地整備課）
△１８，０６０

事業実績が見込みを下回ったため

国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
△１０１，８４０

事業実績が見込みを下回ったため

耕地災害復旧費（農林水産部　農地整備課） △３６６，３１９

事業実績が見込みを下回ったため

漁港災害復旧費（農林水産部　漁港課） △３７，８００

事業実績が見込みを下回ったため

農林業共同利用施設災害復旧事業費（農林水産部　農業経済課）
△２９，２８７

事業実績が見込みを下回ったため

農業経営改善促進事業貸付金（農林水産部　農業経済課） △２２，５００

造成必要額が見込みを下回ったため

森林そ生緊急対策基金積立金（農林水産部　森林整備課） △５０，００７

国の制度改正により、基金が廃止されることとなったため

漁業近代化資金融資費（農林水産部　漁政課） △１８，３９０

貸付実績が見込みを下回ったため

６次産業化活動支援事業費（農林水産部　農政課） △２４，５８３

国の内示額が予算額を下回ったため

農業委員会等活動強化対策費（農林水産部　農政課） △２１，４１９

事業実績が見込みを下回ったため

農地集積推進事業費（農林水産部　農政課） △４５，７８３

事業実績が見込みを下回ったため

(21,867)

(57,597)

(57,597)

(291,898)

(6,747,004)

(5,351)

(27,145)

(14,855)

(47,500)

(92,449)

(32,486)

(106,058)
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中山間地域等直接支払交付金事業費（農林水産部　農地整備課）
△７９，０８９

事業実績が見込みを下回ったため

豪雨被害営農再開緊急支援事業費（農林水産部　農産園芸課）
△２３０，０５４

国の制度変更によるもの

新規就農総合支援事業費（農林水産部　農政課） △１５２，９７８

事業実績が見込みを下回ったため

うんしゅうみかん緊急需給調整事業費（農林水産部　農産園芸課）
△２６，６５３

造成必要額が見込みを下回ったため

野菜生産出荷安定資金造成事業費（農林水産部　農産園芸課）
△３０，３２８

造成必要額が見込みを下回ったため

鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） △１０９，３５０

国の内示額が予算額を下回ったため

豪雨被害鳥獣害防止施設復旧事業費（農林水産部　農産園芸課）
△２８，９２０

事業実績が見込みを下回ったため

地籍調査事業費（農林水産部　農政課） △３０３，６４８

国の内示額が予算額を下回ったため

農村環境保全向上活動支援事業費（農林水産部　農地整備課）
△１８３，６７２

国の内示額が予算額を下回ったため

森林整備地域活動支援事業費（農林水産部　林業政策課） △２０，２１５

事業実績が見込みを下回ったため

優良種苗確保事業費（農林水産部　森林整備課） △１０，５０３

国の内示額が予算額を下回ったため

地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
△１０４，２１０

国の内示額が予算額を下回ったため

上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） △６３０，９８４

国の内示額が予算額を下回ったため

(1,230,718)

(90,368)

(673,408)

(30,352)

(2,323,157)

(2,908,780)

(243,447)

(25,014)

(501,395)

(726,583)

(29,040)
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河川災害緊急対策事業費（土木部　河川課） △１２７，２７２

国の内示額が予算額を下回ったため

海岸保全費（公共）（土木部　港湾海岸課） △３７，３４８

国の内示額が予算額を下回ったため

漂着流木等処理対策事業費（土木部　港湾海岸課） △１０，１８９

事業実績が見込みを下回ったため

土砂災害防止法関連基礎調査事業費（土木部　砂防課） △４０５，４７３

事業実績が見込みを下回ったため

災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業費（土木部　砂防課） △１０，６３２

事業実績が見込みを下回ったため

災害関連緊急がけ崩れ対策事業補助金（土木部　砂防課） △３１９，４２１

国の内示額が予算額を下回ったため

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） △３９，４３４

国の内示額が予算額を下回ったため

道後公園史跡環境整備事業費（土木部　都市整備課） △１１，３６８

国の内示額が予算額を下回ったため

道路受託事業費（土木部　道路建設課） △３２，２４０

受託事業量の減

河川受託事業費（土木部　河川課） △１８，９３４

受託事業量の減

港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） △３，０５２

国の内示額が予算額を下回ったため

街路受託事業費（土木部　都市整備課） △８２，０００

受託事業量の減

直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） △４６８，２１４

国の通知額が予算額を下回ったため

直轄ダム事業費負担金（土木部　河川課） △７８，１６７

国の通知額が予算額を下回ったため

直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） △８１，０３１

国の通知額が予算額を下回ったため

(372,728)

(1,546,336)

(20,263)

(54,166)

(308,611)

(40,000)

(4,199,390)

(69,617)

(615,242)

(857,527)

(2,094,631)

(889,736)

(4,215,453)

(40,210)

(190,837)
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松山港大型クルーズ船受入施設整備事業費（土木部　港湾海岸課）
△８，５６０

国の通知額が予算額を下回ったため

土木災害復旧費（土木部　河川課） △４，７８４，９４５

事業実績が見込みを下回ったため

港湾災害復旧費（土木部　河川課） △４１，９５４

事業実績が見込みを下回ったため

木造住宅耐震化促進事業費（土木部　建築住宅課） △６７，５００

事業実績が見込みを下回ったため

公立高等学校等就学支援金補助金（教育委員会　高校教育課）
△１２４，６１４

対象生徒数が見込みを下回ったため

公立高等学校等奨学給付金交付事業費（教育委員会　高校教育課）
△２９，６９８

対象生徒数が見込みを下回ったため

(321,932)

(18,618,106)

(105,200)

(67,500)

(2,712,651)

(366,161)
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